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１ 【半期報告書の訂正報告書の提出理由】 

平成17年12月26日に提出いたしました第27期中（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）の半 

期報告書の一部に記載事項の誤りがありましたので、これを訂正するため半期報告書の訂正報告書 

を提出するものであります。 

  

２ 【訂正事項】 

第一部 企業情報 

 第５ 経理の状況 

  １ 中間連結財務諸表等 

     中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項  

注記事項 

   （リース取引関係） 

   （有価証券関係） 

  ２ 中間財務諸表等 

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

注記事項 

（リース取引関係） 

    

３ 【訂正箇所】 

訂正箇所は  を付して表示しております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

第一部【企業情報】 

第５【経理の状況】 

１ 【中間連結財務諸表等】 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 



  

 （訂正前） 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (5) 中間連結財務諸

表(連結財務諸表)

の作成の基礎とな

った連結会社の中

間財務諸表(財務

諸表)の作成に当

たって採用した重

要な外貨建の資産

又は負債の本邦通

貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、

中間連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理

しております。 

     同左  外貨建金銭債権債務は、

連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。 

 (6) その他中間連結

財務諸表(連結財

務諸表)作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理につい

て 

 消費税及び地方消費税に

ついては、税抜方式により

処理しております。仮払消

費税等と仮受消費税等は、

相殺のうえ流動負債「その

他」に含めて計上しており

ます。 

消費税等の会計処理につい

て 

    同左 

消費税等の会計処理につい

て 

 消費税及び地方消費税に

ついては、税抜方式により

処理しております。 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連 結 キ ャ ッ シ

ュ・フ ロ ー 計 算

書)における資金

の範囲 

 手許現金、要求払預金及

び取得日から３ヶ月以内に

満期日の到来する流動性の

高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資としてお

ります。 

同左 同左 



 （訂正後） 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (5) 中間連結財務諸

表(連結財務諸表)

の作成の基礎とな

った連結会社の中

間財務諸表(財務

諸表)の作成に当

たって採用した重

要な外貨建の資産

又は負債の本邦通

貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、

中間連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理

しております。 

     同左  外貨建金銭債権債務は、

連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。 

 (6) 重要なリース取

引の処理方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

     同左      同左 

 (7) その他中間連結

財務諸表(連結財

務諸表)作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理につい

て 

 消費税及び地方消費税に

ついては、税抜方式により

処理しております。仮払消

費税等と仮受消費税等は、

相殺のうえ流動負債「その

他」に含めて計上しており

ます。 

消費税等の会計処理につい

て 

同左 

消費税等の会計処理につい

て 

 消費税及び地方消費税に

ついては、税抜方式により

処理しております。 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連 結 キ ャ ッ シ

ュ・フ ロ ー 計 算

書)における資金

の範囲 

 手許現金、要求払預金及

び取得日から３ヶ月以内に

満期日の到来する流動性の

高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資としてお

ります。 

同左 同左 



 注記事項 

  （リース取引関係） 

  

 （訂正前） 

記載なし 

  

 （訂正後） 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

     

――― 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引（借主側） 

（１）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計相当額及び中間

期末残高相当額 

     

――― 

  

（注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており

ます。 

  
取得価額
相当額

（千円）

減価償却
累計額
相当額
（千円）

中間期
末残高
相当額

（千円）

その他
(工具器
具及び
備品) 

4,202 280 3,921

その他
(ソフト
ウェア) 

1,893 126 1,767

合計 6,096 406 5,689

  

  （２）未経過リース料中間期末残高

相当額等 

   未経過リース料中間期末残高

相当額 

   １年以内     1,219千円 

   １年超      4,470千円 

    合計      5,689千円 

（注）未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 注記事項 

  （有価証券関係） 

  

 （訂正前） 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

      

――― 

（３）支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額及び減損損失 

支払リース料 406千円

減価償却費相  
当額 

406千円

  

――― 

  （４）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

  



（当中間連結会計期間末） 

１ 時価のある有価証券 

  

(注) 当社では個々の銘柄の有価証券の時価の下落率が30％以上になった場合には、時価が「著しく下落した」 

と判断し、減損処理を行っております。 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

   

  
  

（前連結会計年度末） 

１ 時価のある有価証券 

  

(注) 当社では個々の銘柄の有価証券の時価の下落率が30％以上になった場合には、時価が「著しく下落した」 

と判断し、減損処理を行っております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

   

（訂正後） 

（当中間連結会計期間末） 

１ 時価のある有価証券 

  

区分 
当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

 その他有価証券 取得原価（千円）
中間連結貸借対照表

計上額(千円) 
差額（千円） 

① 株式 41,831 84,748 42,917

② 投資事業有限責任組合及びそ
れに類する組合への出資 

15,975 41,089 25,114

計 57,807 125,838 68,031

            区分 
当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

 その他有価証券 中間連結貸借対照表計上額(千円) 

 非上場株式 7,200

区分   
前連結会計年度末

（平成17年３月31日） 
  

 その他有価証券 取得原価(千円)
連結貸借対照表計上額

(千円) 
差額(千円) 

① 株式 41,831 73,142 31,310

② 投資事業有限責任組合及びそ
れに類する組合への出資 

22,814 32,145 9,331

計 64,645 105,287 40,641

            区分 
前連結会計年度末 

（平成17年３月31日） 

 その他有価証券 連結貸借対照表計上額(千円) 

 非上場株式 10,000

       区分   
当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

  

 その他有価証券 取得原価(千円)
中間連結貸借対照表

計上額(千円) 
差額(千円) 

① 株式 41,831 84,748 42,917

計 41,831 84,748 42,917



(注) 当社では個々の銘柄の有価証券の時価の下落率が30％以上になった場合には、時価が「著しく下落した」 

と判断し、減損処理を行っております。 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

   

  
  

（前連結会計年度末） 

１ 時価のある有価証券 

  

(注) 当社では個々の銘柄の有価証券の時価の下落率が30％以上になった場合には、時価が「著しく下落した」 

と判断し、減損処理を行っております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

   

  

  

  

２ 【中間財務諸表等】 

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 （訂正前） 

           区分 
当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

その他有価証券 中間連結貸借対照表計上額(千円) 

① 非上場株式 7,200

② 投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資 41,089

       区分   
前連結会計年度末

（平成17年３月31日） 
  

 その他有価証券 取得原価(千円)
連結貸借対照表計上額

(千円) 
差額(千円) 

① 株式 41,831 73,142 31,310

計 41,831 73,142 31,310

            区分 
前連結会計年度末 

（平成17年３月31日） 

 その他有価証券 連結貸借対照表計上額(千円) 

 ① 非上場株式 10,000

 ② 投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資 32,145

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

５ 外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。 

同左  外貨建金銭債権債務は、

決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しており

ます。 

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理につい

て 

 消費税及び地方消費税に

ついては、税抜方式により

消費税等の会計処理につい

て 

     同左 

消費税等の会計処理につい

て 

 消費税等については、税

抜方式により処理しており



  

 （訂正後） 

  

  

（リース取引関係） 

  

 （訂正前） 

記載なし 

  

 （訂正後） 

処理しております。仮払消

費税等と仮受消費税等は、

中間期末で相殺処理をし

て、差額は流動負債「その

他」に含めて計上しており

ます。 

ます。 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

５ 外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。 

同左  外貨建金銭債権債務は、

決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しており

ます。 

６ リース取引の処理

方法 

  

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左      同左 

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理につい

て 

 消費税及び地方消費税に

ついては、税抜方式により

処理しております。仮払消

費税等と仮受消費税等は、

中間期末で相殺処理をし

て、差額は流動負債「その

他」に含めて計上しており

ます。 

消費税等の会計処理につい

て 

    同左 

消費税等の会計処理につい

て 

 消費税等については、税

抜方式により処理しており

ます。 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

     

――― 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引（借主側） 

（１）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計相当額及び中間

期末残高相当額 

  

――― 

  

  
取得価額
相当額

（千円）

減価償却
累計額
相当額
（千円）

中間期
末残高
相当額

（千円）

その他
(工具器

  



  

  

  

  

  

（注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており

ます。 

具及び
備品) 

4,202 280 3,921

その他
(ソフト
ウェア) 

1,893 126 1,767

合計 6,096 406 5,689

  （２）未経過リース料中間期末残高

相当額等 

   未経過リース料中間期末残高

相当額 

   １年以内     1,219千円 

   １年超      4,470千円 

    合計      5,689千円 

（注）未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  

――― 

（３）支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額及び減損損失 

支払リース料 406千円

減価償却費相  
当額 

406千円

  

――― 

  （４）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 
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